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編集後記

　制定法に魂を盛り込むのは判例であり、訴訟で判決を予測するためには過去の
最高裁判決を調べその先例価値を考察する必要がある。学説は、判例の変更や、
判例のない分野において判例を創造する判例法のレベルにおける立法提案をする
ことができるにすぎない。判例のなかった明治時代には、外国法を導入したた
め、外国法に依拠した学説が、これが日本に導入された法律であると解明し、学
説の主張が法律そのもの内容であるかのように主張されていた。その意味で、学
説中心の法律学が幅を利かせていた。しかし、制定法を作るのは議会、判例法を
作るのは最高裁判決であり、学説は制定法に対して立法論、判例法に対しては判
例法を作るまたは変更する立法論を提案できるだけであり、判例と異なる学説の
解釈論はこのような意味での判例法レベルでの立法論にすぎないのである。
　教科書も、条文そして判例法による具体化を説明した上で、学説によりどのよ
うな判例法レベルでの立法論が提案されているのかを説明するというように、説
明にも区別ないし順序がなければならない。学者養成機関であれば、後者の学説
による判例法レベルでの立法論（解釈論の名で行われている）を中心として、比
較法も視野にいれた勉強がされるべきである。しかし、実務家要請のための専門
職大学院では、判例法を解明しその妥当範囲を明らかにしつつ、判例法としての
妥当性また立法論を検討するということは重要度としては最後になる。では、学
説はおまけに勉強しておけばよいのであろうか。少なくとも司法試験を考えたら
そうではない。司法試験の答案には判例拘束力は及ばず、学説の判例法レベルで
の立法提案を採用することが許される。また、事案分析能力も試されるが、判例
法のない領域での法的思考能力も試すことができるのである。判決起案にも似た
事案分析能力が要求されながら、その依拠する考えは学者の論文のように自由に
書くことができ、その意味で中途半端であるが、それが司法試験である。
　法科大学院制度の創設は、日本における法学教育にボディブローのようにじわ
じわと効いてきている。法科大学院教育の開始から３年が過ぎ、試行錯誤の授業
も司法試験が実際に実施され、どのような教育を目指せばよいのかの指標もで
き、それに向けた授業が行われるようになり、また、教科書や参考書にも法科大
学院教育の影響は徐々に現れてきている。最後になったが、本号は平良木先生の
退職記念号であり、設立から軌道に乗るまで委員長として尽力された平良木先生
には、これからの慶應大学法科大学院の更なる発展を見守ってもらいたい。そし
て、これだけ多くの原稿が集まり、慶應義塾の法科大学院が研究機関としても安
泰であることを、完成年度の最後に示せたことをわれわれは誇りにしたい。

（編集委員を代表して　　委員長　平野裕之）


